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障害者の雇用の促進等に関する法律第47条の規定に基づく 
企業名の公表について 

 
障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号。以下「法」という。）では、事業主

に対し、法定雇用率(1.8％)以上の障害者の雇用を義務づけており、厚生労働大臣は、その履行を

図るため、障害者雇入れ計画作成命令の発出（法第46条第１項）及び雇入れ計画の適正実施勧告

の発出（法第46条第６項）を行うほか、当該勧告に従わないときは、その旨を公表することができるこ

ととされている。（法第47条） 

今般、下記1の企業については、平成19年６月に企業名の公表を行った際に公表猶予としたもの

であるが、公表猶予時に実施中の雇入れ計画終期の平成20年12月31日現在において、厚生労働

省の基準を満たさなかったため、法第47条の規定に基づき企業名を公表する。 

また、下記２の企業については、これまでの一連の雇用率達成指導にもかかわらず、障害者の雇

用状況に一定の改善がみられず、平成20年度における公表を前提とした特別指導終了後の本年１

月１日現在において、厚生労働省の基準を満たさなかったため、法第47条の規定に基づき企業名

を公表する。 

 

 
記 

 
 

１ 平成19年６月に公表猶予とした企業のうち企業名を公表することとした企業 ：  

日本ロレアル株式会社（東京都新宿区) 

 

 ２ 平成20年度特別指導対象企業のうち企業名を公表することとした企業 ：  

株式会社ナガワ（埼玉県さいたま市) 

キャリアビジネス株式会社（東京都新宿区） 

飛騨運輸株式会社（岐阜県高山市） 
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日本ロレアル株式会社について 
 

１ 企業概要 

 

○  企 業 名   日本ロレアル株式会社 

○ 所 在 地    東京都新宿区西新宿３－７－１ 新宿パークタワー 

○ 事業内容  化粧品卸売 

 

 

２ 指導経過 

 

平成11年12月24日 法第46条第1項に基づき、渋谷公共職業安定所長から

障害者雇入れ計画作成命令を発出 

平成12年１月１日～ 雇入れ計画の実施 

（計画期間  ３年間(H12.1.1～H14.12.31)） 

平成14年12月17日 法第46条第1項に基づき、渋谷公共職業安定所長から

障害者雇入れ計画作成命令を再度発出 

平成15年１月１日～ ２回目の雇入れ計画の実施 

（計画期間  ３年間(H15.1.1～H17.12.31)） 

平成17年１月11日 雇入れ計画の適正実施勧告を発出 

平成17年12月15日 雇入れ計画作成命令を再々度発出 

平成17年12月31日 雇入れ計画の期間満了 

平成18年１月１日～ ３回目の雇入れ計画の実施 

（計画期間 ３年間(H18.1.1～H20.12.31)) 

平成18年７月～ 特別指導の対象企業に選定し、特別指導を開始 

（～平成19年3月） 

平成19年２月28日 本省において直接指導を実施 

平成19年６月29日 企業名の公表猶予 

平成19年７月２日 雇入れ計画の適正実施勧告を発出 

平成20年12月11日 雇入れ計画作成命令を再々々度発出 

雇入れ計画の適正実施勧告を発出 

平成20年12月18日 本省において直接指導を実施 

平成20年12月31日 ３回目の雇入れ再計画の期間満了        

平成21年１月１日～ ４回目の雇入れ計画の実施（計画期間 ２年間） 

 
 
   以上のような一連の指導の下で、企業側においては障害者の若干数の採

用が行われたものの採用後の管理が十分でなく退職者が生じ、また、障害

者の雇入れに向けた求人条件や職務の見直しが十分ではなく、平成19年６

月の企業名公表猶予にも関わらず障害者雇用の取組が遅れており、平成20

年12月31日現在の実雇用率が0.72％と低い水準にとどまっている。 
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３ 障害者雇用状況の推移 
 

 基礎労働者数 障害者の数 実雇用率 不足数 

Ｈ14. 6. 1 １，３９４人   ８人 ０．５７％ １７人 

Ｈ15. 6. 1 １，４２９  ９ ０．６３ １６ 

Ｈ16. 6. 1 １，５１５ ８ ０．５３ １９ 

Ｈ17. 6. 1 １，７３０ １０ ０．５８ ２１ 

Ｈ18. 6. 1 １，７６４ １８ １．０２ １３ 

Ｈ19. 4. 1 １，７２０   ２２ １．２８ ８ 

Ｈ19. 6. 1 １，７０１ １９ １．１２ １１ 

Ｈ20. 6. 1 １，６９５ １２ ０．７１ １８ 

Ｈ20.12.31 １，６７２ １２ ０．７２ １８ 

（注1） 障害者の数には、重度障害者のダブルカウント等が含まれている。 

（注2） 平成21年１月１日以降の取り組みにより、３月24日現在、障害者の数

は14人となっているが、実雇用率0.84％、不足数16人であり、依然と

して未達成である。 
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平成14年10月～11月 雇入れ計画作成命令発出

(法第46条第1項)    

平成15年１月

　　　↓
平成17年12月 （3年間の計画）

平成16年２月～３月  安定所長名の雇用勧奨状

平成16年10月～11月 適正実施勧告  

  (法第46条第6項)

平成17年２月 本省職業安定局長名の雇用勧奨状

（適正実施勧告を発出した企業へ送付）  

平成17年10月～12月       ２回目の雇入れ計画　

 作成命令発出  　 (法第46条第1項)

平成17年12月末 雇入れ計画の期間満了   

平成18年１月

　　　↓

平成20年12月 （3年間の計画）

平成18年７月
　　　↓
平成19年３月

平成19年６月末 公　　表（公表猶予）

(法第47条)        

適正実施勧告  

  (法第46条第6項)

平成20年12月末 ２回目の雇入れ計画の期間満了

平成21年３月 公　　　　　表
(法第47条)        

今回の公表企業にかかる雇用率達成指導の流れ図

雇入れ計画の実施      

２回目の雇入れ計画の実施

特　　別　　指　　導   

（平成19年６月末公表又は公表猶予企業）
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株式会社ナガワについて 
 

１ 企業概要 

 

○  企業名   株式会社ナガワ 

○ 所在地    埼玉県さいたま市大宮区桜木町１－１０－１７  

シーノ大宮サウスウイング 

○ 事業内容 ユニットハウスの製造・販売・レンタル 

 
２ 指導経過 

 
平成16年10月29日 

 

法第46条第1項に基づき、大宮公共職業安定所長か

ら障害者雇入れ計画作成命令を発出 

平成17年１月１日～ 雇入れ計画の実施（計画期間 ３年間） 

平成18年10月31日 雇入れ計画の適正実施勧告を発出 

平成19年10月31日 雇入れ計画作成命令を再度発出 

平成19年12月31日 雇入れ計画の期間満了 

平成20年１月１日～ 

平成20年１月21日 

２回目の雇入れ計画の実施（計画期間 ３年間） 

雇入れ計画の適正実施勧告を発出 

平成20年４月～ 

 

特別指導の対象企業に選定し、特別指導を開始 

（～平成20年12月） 

平成20年12月11日 本省において直接指導を実施 

 
（これ以降も労働局、安定所による継続的な指導を

実施） 

 

以上のような一連の指導の下で、企業側においては障害者向けの求人が出され

ているが、障害者の雇入れに向けた求人条件や職務の見直しが十分でないため、

障害者の雇用が進まず、平成21年１月１日現在の実雇用率が0.44％と低い水準に

とどまっている。 

 

３ 障害者雇用状況の推移 

 

 基礎労働者数 障害者の数 実雇用率 不足数 

Ｈ16.6.1 ３３４人 ０人 ０．００％    ６人 

Ｈ17.6.1 ３８２ ０ ０．００  ６ 

Ｈ18.6.1 ４０３ ０ ０．００  ７ 

Ｈ19.6.1 ４１９ ２ ０．４８  ５ 

Ｈ20.6.1 ４３２ ２ ０．４６  ５ 

Ｈ21.1.1 ４５６ ２ ０．４４  ６ 

（注） 障害者の数には、重度障害者のダブルカウント等が含まれている。 
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キャリアビジネス株式会社について 
 

１ 企業概要 

 

○  企業名   キャリアビジネス株式会社 

○ 所在地    東京都新宿区西新宿１－２５－１ 新宿センタービル 

○ 事業内容 人材派遣業 

 
２ 指導経過 

 
平成16年12月21日 

 

法第46条第1項に基づき、新宿公共職業安定所長か

ら障害者雇入れ計画作成命令を発出 

平成17年１月１日～ 雇入れ計画の実施（計画期間 ３年間） 

平成18年12月７日 雇入れ計画の適正実施勧告を発出 

平成19年12月11日 雇入れ計画作成命令を再度発出 

雇入れ計画の適正実施勧告を発出 

平成19年12月31日 雇入れ計画の期間満了 

平成20年１月１日～ ２回目の雇入れ計画の実施（計画期間 ３年間） 

平成20年４月～ 

 

特別指導の対象企業に選定し、特別指導を開始 

（～平成20年12月） 

平成20年12月16日 本省において直接指導を実施 

 
（これ以降も労働局、安定所による継続的な指導を

実施） 

 

以上のような一連の指導の下で、企業側においては障害者の若干数の採用が行

われたものの不足数は多く、障害者の雇入れに向けた求人条件や職務の見直しが

十分でないため、障害者の雇用が進まず、平成21年１月１日現在の実雇用率が

0.31％と低い水準にとどまっている。 

 

３ 障害者雇用状況の推移 

 

 基礎労働者数 障害者の数 実雇用率 不足数 

Ｈ16.6.1 １，３３６人 ３人 ０．２２％   ２１人 

Ｈ17.6.1 １，３４１ ２ ０．１５ ２２ 

Ｈ18.6.1 ２，１００ ４ ０．１９ ３３ 

Ｈ19.6.1 ２，０５６ ４ ０．１９ ３３ 

Ｈ20.6.1 １，５６０ ５ ０．３２ ２３ 

Ｈ21.1.1 １，６１０ ５ ０．３１ ２３ 

（注） 障害者の数には、重度障害者のダブルカウント等が含まれている。 
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飛騨運輸株式会社について 
 

１ 企業概要 

 

○  企業名   飛騨運輸株式会社 

○ 所在地    岐阜県高山市上岡本町１－５０ 

○ 事業内容 道路貨物運送業 

 
２ 指導経過 

 
平成16年10月６日 

 

法第46条第1項に基づき、高山公共職業安定所長か

ら障害者雇入れ計画作成命令を発出 

平成17年１月１日～ 雇入れ計画の実施（計画期間 ３年間） 

平成18年10月17日 雇入れ計画の適正実施勧告を発出 

平成19年10月30日 雇入れ計画作成命令を再度発出 

平成19年12月31日 雇入れ計画の期間満了 

平成20年１月１日～ 

平成20年１月28日 

２回目の雇入れ計画の実施（計画期間 ３年間） 

雇入れ計画の適正実施勧告を発出 

平成20年４月～ 

 

特別指導の対象企業に選定し、特別指導を開始 

（～平成20年12月） 

平成20年12月26日 本省において直接指導を実施 

 
（これ以降も労働局、安定所による継続的な指導を

実施） 

 

以上のような一連の指導の下で、企業側においては障害者の若干数の採用が行

われたものの、障害者の雇入れに向けた求人条件や職務の見直しが十分でないた

め、障害者の雇用が進まず、平成21年１月１日現在の実雇用率が1.19％と低い水

準にとどまっている。 

 

３ 障害者雇用状況の推移 

 

 基礎労働者数 障害者の数 実雇用率 不足数 

Ｈ16.6.1 ７５７人 ７人 ０．９２％    ６人 

Ｈ17.6.1 ７３９ ６ ０．８１  ７ 

Ｈ18.6.1 ７７８ ８ １．０３  ６ 

Ｈ19.6.1 ７５１ ７ ０．９３  ６ 

Ｈ20.6.1 ７００ ７ １．００  ５ 

Ｈ21.1.1 ６７３ ８ １．１９  ４ 

（注） 障害者の数には、重度障害者のダブルカウント等が含まれている。 
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今回の公表企業に係る雇用率達成指導の流れ図 

（平成 20 年度公表を前提とした特別指導実施企業） 

 

 
雇 入 れ 計 画 作 成 命 令

平成 16 年 6 月１日現在の雇
用状況を踏まえて、433 社に
対し発出

平成 16 年 10 月～11 月 
※ 翌年１月を始期とする３年間の計
画を作成するよう、公共職業安定所長
が命令を発出（法第 46 条第１項） 

本 省 職 業 安 定 局 長 名 の

雇 用 勧 奨 状

平成 19 年 ４月 
※ 適正実施勧告を発出した企業へ
送付 

平成 18 年 10 月～12 月 
※ 計画の実施状況が悪い企業に対
し、適正な実施を勧告（計画の２年
目）（法第 46 条第６項） 

適 正 実 施 勧 告

（123 社に対し発出）

安定所長名の雇用勧奨状平成 18 年 ２月～３月 

雇 入 れ 計 画 の 実 施
平成 17 年 １月 
   ↓ 
平成 19 年 12 月 

※ ３年間の計画 

雇入れ計画の計画期間満了平成 19 年 12 月末 

平成 20 年 ４月 
   ↓ 
平成 20 年 12 月 

※ 雇用状況の改善が特に遅れている
企業に対し、公表を前提とした特別指
導を実施（計画期間終了後に９か月
間） 

特 別 指 導

（46 社に対し実施） 

公 表平成 21 年 ３月 （法第 47 条） 
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公表（再公表）対象企業に対して平成20年度に実施した指導及び 
平成20年度における公表を前提とした特別指導の概要 

 
 

(1) 対象企業 
 
  下記①、②に該当する合計52社 
  ① 平成19年６月29日に企業名公表及び企業名公表を猶予した６社 
  ② 平成20年度における公表を前提とした特別指導の対象である46社 
   
 
(2) 対象企業の代表者に対する指導の実施 

 
対象企業を管轄する公共職業安定所長から、対象企業の代表者に対し、障

害者の雇用に関する事業主の責務、障害者の雇用の現状、これまでの雇用率
達成指導の経緯等について十分説明の上、求職情報の提供、面接会への参加
勧奨等を行いつつ、雇用義務を達成するよう再度の指導をきめ細かく実施し
た。これと併せて、必要に応じて都道府県労働局幹部による訪問指導等を行
った。 

加えて、取組が遅れている対象企業に対しては、厚生労働省に来省を求め
て指導を行い、これを踏まえて、労働局及び公共職業安定所においても引き
続きの指導を行った。 

 
 

(3) 指導事項 
 
① 上記(1)の①の企業については計画終期（平成20年12月31日現在）にお

いて、上記(1)の②の企業については特別指導終了後（平成21年１月１日
現在）において、少なくとも平成19年の全国平均実雇用率（1.55％）を上
回るよう指導を行った。 
 

② 上記(1)の①の企業については、上記①の指導基準を満たしていない企
業を再公表（公表猶予企業については、公表）することとした。 

 
③ 上記(1)の②の企業については、①の指導の結果を踏まえ、下記Ａ・Ｂ

のいずれにも該当せず、最終的に行政指導の効果が見込まれないと判断さ
れた場合に、公表を実施することとした。 

 
 Ａ 上記①の指導基準を満たしたこと。 
  

Ｂ 下記イ～ハのいずれかに該当すること。 
 

   イ  障害者雇用に関する次のａ～ｅの取組をすべて実施し、その結果、
一定の実雇用率（1.2％）を上回ること。 

      
  a  障害者の採用及び職場定着のための社内検討体制を整備し、その

検討を行い、職務再設計等障害者雇用率を達成するための結論が出
ていること。 
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b  特別枠の設定による障害者の常時受入れ体制を整備し、具体的な
求人活動が行われていること。 

c  障害者雇用についての理解を促進するための社内研修の充実が図
られていること。 

d  障害者雇用のための施設設備の改善等が行われていること。 
e  法定雇用率を平成21年１月１日から３年以内に達成する雇入れ計
画を作成していること。 

 
    ロ 特例子会社の設立を、平成21年１月１日から１年以内に実現するた

めの具体的な取組を行うこと。 
 
    ハ 直近の障害者の雇用の取組の状況から、速やかに行政指導の効果が

期待でき、かつ、実雇用率が全国平均実雇用率以上となると判断でき
るものであること。 

 
 

  ④ 上記③のＢに該当する企業については、初回の公表に限り公表を猶予する
こととするものであり、引き続き、都道府県労働局及び公共職業安定所にお
いて、公表を前提とした指導を行う。 
 

(4) 指導の結果 
 
① 上記(1)の①の企業に対する指導の結果（11ページ表２参照）については、
対象企業６社のうち５社については実雇用率が上昇したものの、１社につい
ては改善が見られなかったため、法第47条の規定に基づき再公表することと
した。 

 
② 上記(1)の②の企業に対する指導の結果（12ページ表２参照）については、
対象企業46社のうち43社については改善が認められた。 

 
本資料の１ページに記載した３社については、特別指導期間終了後の平成

21年１月１日現在において、上記(3)の③の基準を満たさなかったため、法第
47条の規定に基づき公表することとした。 

    
 
(5) 今後の指導 
 
  公表企業（再公表企業含む）及び公表を猶予した企業に対しては、今後も引
き続き、雇用率達成に向けた指導を実施する。 

  また、全国平均実雇用率を上回ったものの雇用義務を達成するには至ってい
ない企業についても、雇用義務を早急に達成するよう、引き続き指導を実施す
る。 
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１．平成19年６月公表又は公表猶予企業に対する指導の状況 
 
 
（表１） 指導対象企業の状況 
 

1,000人以上規模企業 ３ 社 規
模
別 1,000人未満規模企業 ３ 社 

情報通信業 ２ 社 

卸売業，小売業 ２ 社 

不動産業，物品賃貸業 １ 社 

産

業

別 
学術研修，専門・技術サービス業 １ 社 

合    計  ６ 社 
 
 
 
 
 
 
(表２) 指導の結果 
 

雇用義務を達成した企業 ４ 社

全国平均実雇用率（1.55％）を上回った企業 １ 社

公表に至った企業 １ 社 （公  表）  

合     計 ６ 社
 

 
（注）上表の結果については、平成20年12月31日以降も未達成企業に対する指導

を行ったことによる直近の状況による。 
 

 

 
 
 
 
 
（表３） ６社全体の実雇用率の推移 
 

  
 H17.6.1 H18.6.1 H19.6.1 H20.6.1 H20.12.31 

公表 1 社 ０．５８％ １．０２％ １．１２％ ０．７１％ ０．７２％ 

他 社 ０．５７％ ０．６２％ １．２０％ １．４９％ １．７８％ 

計 ０．５７％ ０．６７％ １．１９％ １．４１％ １．６７％ 

 
 
 
 
 

 
引き続き、法定雇
用率達成に向け
た指導を実施 
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２．公表を前提とした特別指導の状況 
 
（表１） 対象企業の状況 
 

1,000人以上規模企業 １４社 規
模
別 1,000人未満規模企業 ３２社 

建設業 ２社 

製造業 ４社 

情報通信業 ９社 

運輸業，郵便業 １社 

卸売業，小売業 １４社 

金融業，保険業 ２社 

不動産業，物品賃貸業 １社 

宿泊業，飲食サービス業 １社 

生活関連サービス業，娯楽業 ５社 

医療・福祉 ２社 

複合サービス事業 １社 

産

業

別 

サービス業（他に分類されないもの） ４社 

合    計 ４６社 
 
 
(表２) 特別指導の結果 
 

雇用義務を達成した企業 ３１ 社

全国平均実雇用率（1.55％）を上回った企業 １２ 社

雇用改善のための所定の取組を実施し、か

つ、一定の雇用率（1.2％）を上回った企業（注 2） ０ 社

 

（公表猶予） 

 

特例子会社の設立を行った企業 ０ 社 （公表猶予） 

公表に至った企業 ３ 社 （公   表） 

４６ 社合     計 
 

（注１）上表の結果については、平成21年１月１日以降も未達成企業に対する指導を
行ったことによる直近の状況による。 

（注２）「所定の取組」とは、以下のものをいう(９ページ参照)。 
ａ 社内検討体制の整備と職務再設計等 
ｂ 具体的な求人活動 
ｃ 社内研修の実施 
ｄ 施設設備の改善等 
ｅ 法定雇用率を達成する雇入れ計画の作成 

 

 

 
（表３） ４６社全体の実雇用率の推移 
 

 雇入れ計画始期 H18.6.1 H19.6.1 H20.6.1 H20.12.31 

公表３社 ０．２８％ ０．３７％ ０．４０％ ０．５２％ ０．５５％ 

他 社 ０．４１％ ０．４５％ ０．６０％ ０．９７％ １．６５％ 

計 ０．４１％ ０．４５％ ０．５８％ ０．９４％ １．５７％ 

引き続き、法定
雇用率達成に向
けた指導を実施
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(参考) 

 

 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）（抄） 

 
 （身体障害者又は知的障害者の雇用に関する事業主の責務） 

第三十七条 すべて事業主は、身体障害者又は知的障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基づ

き、適当な雇用の場を与える共同の責務を有するものであつて、進んで身体障害者又は知的障

害者の雇入れに努めなければならない。 

 

（一般事業主の雇用義務等） 

第四十三条 事業主（常時雇用する労働者（一週間の所定労働時間が、当該事業主の事業所に雇

用する通常の労働者の一週間の所定労働時間に比し短く、かつ、厚生労働大臣の定める時間数

未満である常時雇用する労働者（以下「短時間労働者」という。）を除く。以下単に「労働者」

という。）を雇用する事業主をいい、国及び地方公共団体を除く。以下同じ。）は、厚生労働

省令で定める雇用関係の変動がある場合には、その雇用する身体障害者又は知的障害者である

労働者の数が、その雇用する労働者の数に障害者雇用率を乗じて得た数（その数に一人未満の

端数があるときは、その端数は、切り捨てる。第四十六条第一項において「法定雇用障害者数」

という。）以上であるようにしなければならない。 

２～５ （略） 

 

 （一般事業主の身体障害者又は知的障害者の雇入れに関する計画） 

第四十六条 厚生労働大臣は、身体障害者又は知的障害者の雇用を促進するため必要があると認

める場合には、その雇用する身体障害者又は知的障害者である労働者の数が法定雇用障害者数

未満である事業主に対して、身体障害者又は知的障害者である労働者の数がその法定雇用障害

者数以上となるようにするため、厚生労働省令で定めるところにより、身体障害者又は知的障

害者の雇入れに関する計画の作成を命ずることができる。 

２～４ （略） 

５ 厚生労働大臣は、第一項の計画が著しく不適当であると認めるときは、当該計画を作成した

事業主に対してその変更を勧告することができる。 

６ 厚生労働大臣は、特に必要があると認めるときは、第一項の計画を作成した事業主に対して、

その適正な実施に関し、勧告をすることができる。 

 

（一般事業主についての公表） 

第四十七条 厚生労働大臣は、前条第一項の計画を作成した事業主が、正当な理由がなく、同条

第五項又は第六項の勧告に従わないときは、その旨を公表することができる。 
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